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【論文要旨】
2014年 6 月，国際会計基準審議会（IASB）及び米国の財務会計基準審議会（FASB）は「顧客
との契約から生じる収益」を公表した。これによって，国際会計基準第11号「工事契約」，同基準
第18号「収益」，国際財務報告解釈指針委員会指針（IFRIC）第13号「カスタマー・ロイヤリティ
・プログラム」，同指針15号「不動産の建設に関する契約」，同指針第18号「顧客からの資産の移
転」，そして解釈指針第31号「収益－宣伝サービスを伴うバーター取引」が取って代わられた。よ
うやく包括的な収益認識基準が確定したわけであり，2018年 1 月 1 日以後に開始する事業年度か
ら適用されることになる。新基準では，収益認識に関して，顧客との契約を五つのステップに分け
て，収益を認識する。しかし，共同プロジェクトの初期段階では，顧客との契約に焦点を当て，契
約から生じる履行義務の充足による契約の正味ポジションの増加に基づいて収益を認識しなければ
ならないとされていた。何故このような収益認識方式の紆余曲折が生じたか，この点を解明するこ
とは新たな収益認識原則の論理構造を解明することに繋がると考える。
本稿では，IASB と FASB の共同プロジェクトにおける初期段階の論理構造に関する検討を行っ
た。履行義務の測定方法である「現在出口価格アプローチ」と「当初取引価格アプローチ」を比較
し，とくに注目されていない複数要素契約に対する仕訳処理を考察した。これに基づいて，当初有
望視された正味ポジションの変動に基づく収益認識方式が2010年公開草案以後に放棄された論理
的必然性を明らかにした。
【キーワード】 収益認識，資産負債アプローチ，国際会計基準（IFRS），実現稼得，履行義務
――
1 ASU 201409 REVENUE FROM CONTRACTS WITH CUSTOMERS（TOPIC 606）。次のウェブサイト
を参照した（2018年 6 月16日）。http://www.fasb.org/ jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid＝
1176164076069&acceptedDisclaimer＝true
2 FASB と IASB は，2002年に IFRS と米国基準を将来的にコンバージェンスすることを合意（ノーウォーク
合意）した。その後，2006年に統合加速に向けて 9 項目を含む覚書（MOU）を締結した。収益認識
（Revenue Recognition）は MOU プロジェクトの 1 つである。
3 本稿では，共同会議議事録「Minutes of the October 22, 2007 Board Meeting」及び添付資料を総括する
「2007 AAAFASB FINANCIAL REPORTING ISSUES CONFERENCE, Reconsidering Revenue Recognition
November 30December 1, 2007」を使うことにし，次のウェブサイトを参照した（2018年 6 月16日）。http://
www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage&cid＝1175801797741
〈表〉 共同プロジェクトに成立経緯
2007年
会議資料
2008年
討議資料
2010年
公開草案
2011年
公開草案
2014年
IFRS 第15号
収益認識の考え方 正味ポジションの変動 5 つのステップ
履行義務の測定
現在出口価格 ―
顧客対価
当初取引価格 当初取引価格
（出典） 筆者作成
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おわりに
はじめに
2014年 5 月，国際会計基準審議会（International Accounting Standards Board，以下 IASB と略）
と米国の財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board，以下 FASB と略）が共同
で「顧客との契約から生じる収益」を公表した。IASB においては国際財務報告基準（Internation-
al Financial Reporting Standards，以下 IFRS と略）第15号，FASB においては Topic6061 であ
る。収益認識モデルの再構築を巡り，10年以上にわたって形成された共通の会計基準として，
IFRS 第15号は，2018年 1 月 1 日以後開始する事業年度から適用されることになる。
IFRS 第15号の成立に至るまでの主要な提案の推移を収益認識方式の考え方の動向とともに示し
たものが次の表である。なお，この表内の名称は一部省略されている。
このように，共同プロジェクト2 初期段階の2007年共同会議資料3（以下，2007年会議資料と略）
および2008年討議資料（Discussion Paper，以下2008年 DP と略）では，顧客との契約に焦点を当
――
4 IASB, Preliminary Views on Revenue Recognition in Contracts with Customers, Discussion Paper, December 2008.
（国際会計基準委員会財団訳，「ディスカッション・ペーパー 顧客との契約における収益認識についての予備
的見解」，2008年），para. 5.15.
5 同上（予備的見解），para. 5.25.
〈表〉 年 ED 以後の収益認識プロセス
ステップ 1 顧客との契約を識別する
ステップ 2 当該契約における別個の履行義務を識別する
ステップ 3 取引価格を決定する
ステップ 4 別個の履行義務に対して当該取引価格を配分する
ステップ 5 企業が個々の履行義務を充足したときに収益を認識する
（出典） 筆者作成
て，契約から生じる顧客へ（財やサービスの形で）資産を移転する義務に注目している。収益はこ
れらの履行義務の充足による契約における企業の正味ポジションが増加する時に認識しなければな
らないと提案されていた。
したがって，契約を認識するためには，企業側では契約におけるその対価請求権及び履行義務に
対する測定が求められる。両審議会は，権利の測定については取引価格の金額（すなわち，約束さ
れた対価）を基礎とした。一方，履行義務の測定に関しては，2007年会議資料では，測定モデル
と配分モデルが提案された。2008年 DP では，現在出口価格アプローチと当初取引価格アプロー
チという用語が用いられている。本稿では，2007年会議資料で用いられている 2 つのモデルの用
語を，2008年 DP で使われる用語に置き換えている。実際的に，同じ内容であるからである。
現在出口価格アプローチについて，2008年 DP では，次のように定義していた。「履行義務測定
の 1 つのアプローチは，それらを現在出口価格で測定することである。現在出口価格とは，財務
諸表日において独立した第三者に対して履行義務を移転するとした場合に企業が支払いを求められ
る金額である」4。
いま一つの当初取引価格アプローチに関しては，「履行義務を当初取引価格，すなわち，約束さ
れた財やサービスと引換えに顧客が約束した対価によって測定することである」5 と提案した。
しかしながら，2010年公開草案（Exposure Draft，以下2010年 ED と略）以後の提案では，収益
認識方式は，顧客との契約を次のような 5 つのステップに分けて，収益を認識することとなった。
本稿は，仕訳処理の視点から，何故正味ポジションの変動による収益認識方式が却下され，
2010年 ED 以後に別の収益認識方式へと変化していった理由を検討するものである。この点を解
明することは新たな収益認識原則の論理構造を解明することに繋がると考える。以下，では，
2008年 DP と2010年 ED に関する仕訳処理の日本における先行研究をレビューする。では，共
同プロジェクト設立の背景を提示し，その上で2007年会議資料および2008年 DP の提案内容をま
とめる。では，設例を用いて，仕訳の視点から現在出口価格アプローチと当初取引価格アプロー
――
〈表〉 討議資料の収益認識モデル（履行義務が先行する場合)
純額表示 参考総額主義
契約締結時 ―
（代金請求権）XXX
（履行義務）XXX
履行義務時
（契約資産）XXX
（収 益）XXX
（履行義務）XXX
（収 益）XXX
代金受領時
（現 金）XXX
（契約資産）XXX
（現 金）XXX
（代金請求権）XXX
（出典） 海老原諭「履行義務の公正価値測定―討議資料『顧客との契約における収益認識につ
いての予備的見解』公表を受けて―」，『経営論集』，2009年第19巻第 1 号，59頁。
〈表〉 討議資料の収益認識モデル（代金受領が先行する場合)
純額表示 参考総額主義
契約締結時 ―
（代金請求権）XXX
（履行義務）XXX
履行義務時
（現 金）XXX
（契約負債）XXX
（現 金）XXX
（代金請求権）XXX
代金受領時
（契約負債）XXX
（収 益）XXX
（履行義務）XXX
（収 益）XXX
（出典） 海老原諭「履行義務の公正価値測定―討議資料『顧客との契約における収益認識につ
いての予備的見解』公表を受けて―」，『経営論集』，2009年第19巻第 1 号，59頁。
チを比較し，各々における欠点を分析する。その分析内容を仕訳として提示し，正味ポジションの
変動による収益認識方式が却下された必然性を論じる。
 先行研究上の認識
収益認識に関する共同プロジェクトの各段階では，提案されていた収益認識方式に関する会計処
理もしくは更に範囲を絞った仕訳処理について，如何なる理由をもって仕訳を行うかに関する先行
研究をレビューする。海老原諭「履行義務の公正価値測定―討議資料『顧客との契約における収益
認識についての予備的見解』公表を受けて―」（2009年），佐々木隆志「新会計基準における勘定
科目の研究・最終報告書」（2013年）の 2 つの考え方を取り扱う。それぞれにおいては，2008年
DP と2010年 ED の収益認識方式に関する仕訳処理が示されていた。それらの仕訳処理に基づいた
2 つの収益認識方式の特徴点を指摘しておきたい。
 年 DP による収益認識方法―海老原（）に寄せて―
海老原は，対価請求権と履行義務の測定値を相殺した正味ポジションを契約資産または契約負債
として認識する2008年 DP の収益認識方法を示す一方で，表 3 と表 4 のように，比較として対価
請求権と履行義務を相殺せずに仕訳したものを示した。
-----
-----
――
6 佐々木隆志「新会計基準における勘定科目の研究・最終報告書」，日本簿記学会・簿記実務研究部会，2013年。
2008年 DP における収益認識方式は，契約から生じる対価請求権と履行義務をいったんグロス
で測定した上でそれらをネットし，契約の正味ポジション（計算値がプラスの場合は契約資産，計
算値がマイナスの場合は契約負債）という結果を得るという考え方である。海老原はこの概念が純
額主義に基づくものであると考える。
 年 ED 以後の提案による収益認識方法―佐々木（）に寄せて―
佐々木は2010年 ED 及び2011年公開草案の提案による収益認識方式における会計処理を簡単な
設例を用いて，次のように説明した6。
設例
当社は，a 時点に原価80の商品を100で顧客に販売する契約を結び，b 時点に当該商品を顧客
に引き渡し，c 時点において代金を受け取るものとする。
提案モデルに基づいて，佐々木は次のような理論的「仕訳」処理を行った。
a 仕訳なし
b （借）受取債権 100 （貸）顧客との契約から生ずる収益 100
c （借）当座預金 100 （貸）受取債権 100
これは，a 時点において
a′ （借）権 利 100 （貸）履行義務 100
という仕訳によって理解される権利と履行義務が識別されるものの，正味ポジションは 0
である為，（あくまで正味の金額のみが認識されるので）会計処理それ自体は行われず，
a′で識別された上記の履行義務が b 時点で消滅することで正味のポジションが100生じ，
それと同額の権利が，法的な債権としての受取債権になるということを意味している。そ
れは次の b′のように履行義務の消滅が収益を生じ，b″のように契約の正の正味ポジショ
ンが契約資産となる，と理解できる。
b′ （借）履行義務 100 （貸）顧客との契約から生ずる収益 100
b″ （借）受取債権 100 （貸）権 利 100
要するに，a 及び b の仕訳の背後に，a′に b′及び b″の仕訳が観念的に存在し，契約の
総ポジションではなく正味ポジションのみを識別するため，それが実際には会計処理の対
象にならない，ということである。前例において，契約締結と同時に40の前受金を受け
取った場合はどのような簿記処理になるだろうか。
a （借）当座預金 40 契約負債 40
――
7 企業は，対価に対する無条件の権利を（契約資産ではなく）受取債権として表示し，当該受取債権を IFRS
第 9 号に従って会計処理しなければならない。
8 IASB, Preliminary Views on Revenue Recognition in Contracts with Customers, Discussion Paper, December 2008.
（国際会計基準委員会財団訳，「ディスカッション・ペーパー 顧客との契約における収益認識についての予備
的見解」，2008年）．
b （借）契約負債 40 （貸）顧客との契約から生ずる収益 100
受取債権 60
c （借）当座預金 60 （貸）受取債権 60
以上，2008年 DP と2010年 ED に関する仕訳処理を検討した日本の文献を取り扱った。海老原
は2008年 DP の提案モデルを示すと共に，参考として総額主義に基づく仕訳処理も行った。佐々
木は，2010年 ED の提案に従って7，勘定科目の一部を修正して仕訳処理を行った。両者の共通点
は，単一の提供物を顧客に移転する設例を用いて仕訳処理を行ったという点である。
しかしながら，2 つ以上の財やサービスの提供物が含まれる契約いわゆる複数要素契約に関する
仕訳処理の議論があまり行われていない。本稿では，特に注目されていない複数要素契約に関する
仕訳処理に着目する。それに基づいて，2008年 DP に提案されていた正味ポジションの変動に基
づく収益認識方式が2010年 ED 以後に放棄された理由を明らかにする。
 年会議資料および年討議資料の見解
収益認識方式の変化を論じる前に，改めて，何故，収益認識に関する共同プロジェクトが設立さ
れたのかという，当時問題視されていた点を再確認しておきたい。そのため，初期段階である
2007年会議資料及び2008年DPに示された論理内容を提示する。
 共同プロジェクト設立の背景
収益認識に関する改訂プロジェクトは最初に FASB 単独のプロジェクトとして2002年 5 月にア
ジェンダに追加され，同年 9 月，FASB と IASB の共同プロジェクトの形で作業が進められるこ
ととなった。このプロジェクトは，IASB と FASB が種々の収益認識上の問題点を克服するために
開始されたものである。共同プロジェクトの開始の契機となった既存の会計基準における問題点に
ついて，次に概観しておきたい。
 米国会計基準における問題点
米国会計基準の問題点については，2008年 DP において，◯稼得過程を一貫性なく定義した膨
大な数の基準，◯ガイダンスの隙間及び資産・負債の定義との矛盾，という 2 点が指摘された8。
第一に，細則主義に基づく米国会計基準について，「稼得過程アプローチの適用は収益及び利得
――
9 IASB, Preliminary Views on Revenue Recognition in Contracts with Customers, Discussion Paper, December 2008.
（国際会計基準委員会財団訳，「ディスカッション・ペーパー 顧客との契約における収益認識についての予備
的見解」，2008年），para. 1.3.
10 同上（予備的見解），para. 1.5.
11 同上（予備的見解），para. 1.8.
12 Concepts Statement No. 5, Recognition and Measurement in Financial Statements of Business Enterprises.
13 Concepts Statement No. 6, Elements of Financial Statements.
14 SFAC NO. 6, para. 78.
の認識に関して100以上の基準を米国会計基準にもたらしてきた。そのうちの多くが産業固有の基
準であり，経済的に類似する取引に関して異なる結果をもたらすものもある。これは主として稼得
過程が精緻に定義されていないからであり，稼得過程が具体的な状況にどのように適用されるかに
ついてしばしば人々の見解が分かれるからである」9 という。
つまり，従来の稼得過程アプローチにおける「稼得過程」に対する解釈の曖昧さが存在する。そ
の結果として，「企業を取り巻く経済環境が変化する中で，取引の複雑さが高まるとともに，従来
の実現稼得アプローチの欠点が生じた結果として，開発されたガイダンスの間で一貫しない取り扱
いが生じた。また，経済的に類似する取引に対して異なる規定が存在することによって，企業間及
び産業間の比較可能性が損なわれている」10 と述べられていた。
第二に，「稼得過程アプローチでは企業の契約上の権利及び義務が財務諸表において正しく表示
されないこともあることからもガイダンスが必要とされている。言い換えれば，稼得過程アプロー
チは，契約期間にわたって資産及び負債がどのように生じ変化していくかについてほとんど考慮す
ることなく収益を処理している。資産及び負債は FASB 及び IASB の概念フレームワークの土台
となる構成要素である。実際，収益の定義は資産及び負債の変動に依拠している。したがって，稼
得過程アプローチは特定の資産又は負債の変動に焦点を当てることによって改善することができる
と考えることもできる」11 と述べられていた。
換言すれば，稼得過程アプローチの在り方が，概念フレームワーク上の資産・負債の変動による
収益認識の在り方と一致しているわけではない。稼得過程アプローチを規定する，1984年に公表し
た FASB 概念ステートメント（Statement of Financial Accounting Concepts，以下 SFAC と略）第
5 号『営利企業の財務諸表における認識と測定』12 では，財務諸表の作成に関しては，主に収益・費
用・利得・利益の関係に基づいて行われる。SFAC 第 5 号は一般的に収益費用アプローチに基づく
ものと考えられる。それに対して，1985年に公表した FASB 概念ステートメント第 6 号『財務諸
表の構成要素』13 では，収益は，「財貨の引渡しもしくは生産，用役の提供，または実体の進行中の
主要なまたは中心的な営業活動を構成するその他の活動による，実体の資産の流入，その増加もし
くは負債の弁済（または両者の組み合わせ）である」14 と定義されていた。SFAC 第 6 号は一般的
に資産負債アプローチに基づくものであると考えられる。このように，収益認識の在り方と概念フ
レームワーク上の資産・負債の変動による収益認識の定義の在り方の間で不整合性が生じた。
――
15 IAS 第11号「工事契約」は，工事契約に係る収益および原価の会計処理を規定するものである。具体的には，
収益および原価を建設工事が行われる複数の会計期間に配分する方法を取り扱っている。
16 IAS 第18号「収益」では，収益を獲得するための取引を「物品の販売」，「役務の提供」及び「企業資産の第
三者による利用」の 3 つの取引形態に分けて定めている。それぞれについて収益を認識するための要件を定
めている。
17 IASB, Preliminary Views on Revenue Recognition in Contracts with Customers, Discussion Paper, December
2008.（国際会計基準委員会財団訳，「ディスカッション・ペーパー 顧客との契約における収益認識について
の予備的見解」，2008年），para. 1.10.
18 山栄子，「正味ポジションに基づく収益認識―その批判的検討」，『企業会計』，2009年 9 月，1287頁。
19 IASB, Preliminary Views on Revenue Recognition in Contracts with Customers, Discussion Paper, December
2008.（国際会計基準委員会財団訳，「ディスカッション・ペーパー 顧客との契約における収益認識について
の予備的見解」，2008年），para. 1.12.
20 同上（予備的見解），para. 1.12.
21 同上（予備的見解），para. 1.13.
 国際会計基準における問題点
IFRS においても，収益認識に関する基準が改善される必要があると指摘されてきた。具体的に
は，2008年 DP では，◯資産，負債の定義との矛盾，◯ガイダンスの欠如，そして◯国際会計基
準（International Accounting Standards，以下 IAS と略）第11号15 と同基準第18号16 の間の矛盾，
という 3 つの問題点が指摘された。
第一の「資産・負債の定義との矛盾」については，「米国会計基準と同様，IFRS を適用する企
業が経済事象を忠実に表現していない金額を財務諸表に認識する場合があるため，IFRS における
収益認識基準を批判する者もいる。これは財の販売の収益認識が，主に当該財の所有に係るリスク
と経済価値が顧客に移転した時点に依拠しているからである。したがって，顧客が財に対する支配
を獲得した後であっても，（リスクと経済価値の大部分が未だ顧客に移転していないため）企業は
財を棚卸資産として認識することもある。この結果は，財の所有に係るリスクと経済価値ではな
く，財の支配を基礎とする IASB の資産の定義と矛盾している」17 と述べられていた。
上述の点に関しては，山が「商品販売等の収益認識に関して，IAS 第18号が対象商品の『支
配』の移転のみならず『所有に伴うリスクと経済価値』の移転まで求めているのは，『支配』のみ
を基礎とした『資産』の定義と矛盾している」18 と解釈した。
第二の「ガイダンスの欠如」とは，「2 つ以上の財又はサービスの提供物が含まれる取引（すな
わち，複数要素契約）に対するガイダンスの欠如である」19。また，「このトピックに関してさらに
いくつかの記述はあるが，IAS 第18号はどのような場合にどうやって単一の取引を要素（又は会
計単位）に分解しなければならないかを明確に記述していない」20 と指摘されている。その結果と
して，「複数要素契約における各要素をどのように測定すべきかについてのガイダンスを欠いてい
る。そのような契約における残存する要素に関する一定の測定の方針がなければ，企業は類似する
取引に対して異なる測定アプローチを適用し，企業間の収益の比較可能性は損なわれる」21 とする。
――
22 同上（予備的見解），para. 1.16.
23 FASB, AAAFASB FINANCIAL REPORTING ISSUES CONFERENCE, Reconsidering Revenue Recogni-
tion November 30December 1, 2007.
24 同上，para 29.
このように，複数要素契約に対しては解釈が必要となるのである。特に，如何なる方法でこれら
の要素を分解するかということに関しては，既存の会計基準には明確な指針がなかったのである。
第三の「IAS 第11号と IAS 第18号の間の矛盾」については，次のように指摘されている。「IAS
第11号（特定の要件を満たした工事契約にのみ適用される）の原則は，契約を完了させるために
必要な活動が行われるにつれて（顧客は建設中の項目に対する支配も所有に係るリスクと経済価値
も有していないとしても）企業は収益を認識すべきであるとしているように見える。対照的に，財
の販売に係る IAS 第18号の原則は，財に関する支配及びその財の所有に係るリスクと経済価値が
顧客に移転する時点で収益を認識すべきである」22 としている。
このように，工事契約に関して，IAS 第11号では，顧客が建設中の項目に対する支配も所有に
係るリスクと経済価値も有していないとしても，進捗度に従って収益認識することが認められる。
しかし，IAS 第18号によれば，財に関する支配及びその財の所有に係るリスクと経済価値が顧客
に移転する時点で収益を認識する。すなわち工事完成基準のみが認められている。IAS 第11号と
IAS 第18号の間では，こうした矛盾が存在するというのである。
 年会議資料の概要23
上述の既存の会計基準に存在する問題点に対処するために，両審議会は最初に国際会計基準及び
米国会計基準の概念フレームワークにおける収益の定義「収益は資産の増加，負債の減少，又は両
者の組み合わせである」を用いて，単一的な収益認識モデルの開発を提案した。更に，2007年会
議資料によって，単一の資産と負債に焦点を当て，収益認識基準の構築が検討されていた。その新
たな収益認識基準は一般的に，資産負債アプローチに基づく収益認識方式と思われる。
それでは，2007年会議資料では如何なる提案をしたのかについて，次の 5 点にまとめて提示し
ておきたい。
◯収益に関する定義24
2002年共同プロジェクト開始以来の提案を踏まえて，2007年会議資料では収益認識方式は顧客
との契約から生じる資産と負債に焦点を当てることにしていた。資産負債アプローチに基づく，収
益認識に関する仮定義は次のようなものになる。
「収益は顧客への財やサービスの提供による契約における契約資産の増加または契約負債の減少
（あるいは両者の組み合わせ）である」
――
25 FASB, AAAFASB FINANCIAL REPORTING ISSUES CONFERENCE, Reconsidering Revenue Recogni-
tion November 30December 1, 2007，para 33para 34.
26 同上，para 40para 41.
27 同上，para 63para 66.
◯契約はどのように資産又は負債を生じさせるのか25
実体が顧客との間で，拘束力を有する契約に入る時に，顧客と約束を交わす。この約束によっ
て，実体は経済的資源（財やサービス）の移転という履行義務を課される。これと引き換えに，顧
客から対価を受領する権利を譲渡される。契約上の権利と義務は，切り離すことができないほど関
連している。何故ならば，権利を行使しなければ義務は履行されず，義務を履行しなければ権利は
行使されないからである。結果として，権利と義務の組み合わせは 1 つ（いわゆる，ネット）の
資産または負債として扱われる。資産であるか，それとも負債であるかは，内在する権利と内在す
る義務の間の関係によって決まる。したがって，任意の時点で，残存する権利が残存する義務を上
回る場合，当該契約は資産として扱われる。同様に，残存する義務が残存する権利を上回る場合，
当該契約は負債として扱われる。この資産または負債は，残存する権利と残存する義務を示すこと
により，実体の契約正味ポジションを反映するという。
◯権利と義務の組合せである契約資産又は契約負債はどのように変化するか26
実体の契約正味ポジションは，当該実体の履行あるいは顧客の履行に起因して変動する。例え
ば，顧客が事前に約束していた金額を支払った場合，これは顧客の履行であり，実体の契約正味ポ
ジション（これまで資産または負債であったかにかかわらず）の減少である。なぜならば，実体に
おいて契約上の残存する権利がすでに存在しないからである。顧客に代金を支払わせるという権利
がすでに存在しない為，実体の契約資産が減少あるいは契約負債が増加する。重要なことは，契約
資産の減少も契約負債の増加も，収益に関する仮定義を満たしてないことである。収益に関する仮
定義を満たすためには，契約資産の増加または契約負債の減少が認められる。したがって，顧客に
よる履行はそれ自体として，収益認識をもたらさない。実体が約束した財やサービスの提供によっ
て，契約正味ポジションも変動する。一度財やサービスを提供すれば，実体はすでに契約上この項
目の義務を有していない。結果として，契約の正味ポジション（これまで資産または負債であった
かにかかわらず）が増加する。ここで留意すべきことは，財やサービスの提供という履行義務が消
滅する時に，実体の契約資産が増加あるいは契約負債が減少する為，この変化が収益の仮定義を満
たすということである。
◯履行義務を現在出口価格で測定するモデル27
このモデルにおける収益は，ある期間中にどれほど義務が発生したのかに関する分離評価ではな
く，認識かつ明白な測定によってもたらされる特定資産の増加と特定負債の減少である。換言すれ
ば，認識される収益の金額は当該期間中に資産と負債がどれほど変動するかにより測定すべきとい
うことである。このモデルは資産と負債の明白な測定に基づくため，測定モデルと名付けられる。
――
28 同上，para 119para 122.
このモデルにおける特定資産と特定負債は，顧客との拘束力を有する契約から直接的に生じる。こ
の契約資産と契約負債は，これらの現在出口価格により測定される。この金額は，市場参加者が支
払う（あるいは要求される）であろう金額である。この金額により，市場参加者が契約上に残存す
る全ての権利と履行義務を引き受ける（或いは推定する）。この契約の開始日及びその後は，現在
出口価格で契約を測定する。このモデルでは特に契約資産と契約負債に注目するため，収益は契約
における契約資産の増加と契約負債の減少として定義されている。この契約資産の増加と契約負債
の減少に起因するのは，顧客に対する財やサービスの提供である。つまり，収益は次の時点で認識
される
内在する権利より内在する義務を超える契約を実体が獲得する時（それにより，新たな契約資産
をもたらすからである）。
その後に，顧客に対する財やサービスの提供により，契約上の履行義務を実体が充足する時（こ
れにより，契約資産の増加または契約負債の減少をもたらすからである）。
以上のように認識される収益の金額は，現在出口価格による場合契約資産の増加額，または契約
負債の減少額とするのである。
◯履行義務を当初取引価格で配分するモデル28
履行義務の認識に関して，2007年会議資料では，測定モデルと配分モデルが同時に検討されて
いた。配分モデルにおける収益は，ある期間中にどれほど義務が発生したのかに関する分離評価で
はなく，むしろ特定資産の増加と特定負債の減少である。換言すれば，認識される収益の金額は当
該期間中に資産と負債がどれだけ変動するかによって測定すべきである。このモデルにおける特定
資産と特定負債が，顧客との拘束力を有する契約から直接的に生じるのである。契約開始時に，契
約の内在する権利が顧客と約束した金額で測定される（一般的に顧客対価として言及される）。こ
の金額はその後に，内在する財やサービスの販売価格に基づいて，個別履行義務に配分される。そ
れ故に，契約開始時に識別される履行義務の総額が常に顧客対価と同額になる。このモデルでは，
顧客対価を履行義務に配分することを前提とするため，配分モデルとされている。顧客対価の金額
が識別される履行義務に配分されるため，契約開始時には，これらの履行義務の総額と測定された
対価請求権は同額である。したがって，契約開始時における正味ポジションは，一般的にゼロであ
る。すなわち，契約開始時に契約資産も契約負債も生じていない。契約の内在する個別の履行義務
が充足される時に，契約資産の増加または契約負債の減少が生じ，その結果として，収益がもたさ
れるという。
――
29 2007年会議資料では，現在出口価格アプローチが有望視された理由として◯報告日に残存する契約上の権利
及び義務が程度の差こそあれ反映される，◯現在出口価格は報告日における企業の経済状況を反映する，◯
現在出口価格は赤字契約または有償契約に関する報告がより即時に報告されることになる，◯現在出口価格
は財務報告情報の比較可能性を高める，という 4 点が挙げられた。
30 2008年 DP において，マージンは次のように提案された。「履行義務の測定はマージンを含むべきである。
なぜなら，企業は財やサービスの提供に係る予想コスト（及びこれらのコストの時期）を回収するためだけ
に契約を値付けするのではなく，財やサービスを提供することによるリターンを得るために値付けをしてい
るからである」。
31 IASB, Preliminary Views on Revenue Recognition in Contracts with Customers, Discussion Paper, December
2008.（国際会計基準委員会財団訳，「ディスカッション・ペーパー 顧客との契約における収益認識について
の予備的見解」，2008年），para. 5.20.
 年 DP の見解
 年 DP で現在出口価格アプローチが却下された理由
上述のように，履行義務の測定に関して，2007年会議資料では，現在出口価格アプローチと当
初取引価格アプローチが同時に検討された。2008年 DP 公表される前，現在出口価格アプローチ
による収益認識方式が有望視されていた。その理由は，2007年会議資料では，現在出口価格によ
る履行義務の測定はいくつかの便益をもたらし得ると考えられていたからである29。しかし，2008
年 DP では，当初取引価格アプローチを採用し，現在出口価格アプローチを却下することになっ
た。現在出口価格アプローチが却下された理由は，（a）収益認識のパターン，（b）複雑性，（c）
誤謬のリスク，という 3 つの理由が挙げられている。
この（a）収益認識パターンの問題点について，次に設例を持って解説しよう。たとえば，契約
開始時に原価100の商品を200で顧客に販売する契約を結び，取引を遂行するために販管費を60，
利益マージンが40＝[200－(100＋60）］と仮定する（当該履行義務の現在出口価格を170とする）。
現在出口価格アプローチにおいて，契約締結時に，対価請求権と履行義務の間で差額が生じる為，
当該商品を顧客に移転する前はすでに収益30（＝200－170）を計上する。さらに，契約開始時に
現在出口価格で測定される履行義務の価格は170であるため，利益の測定値が10（＝170－160）に
なる。実際に得る利益40よりは小さくなる。この点が問題視されたのである。すなわち，「契約開
始時において契約資産を認識することは，契約開始時において収益（又は収入）を認識することと
なる。しかし，契約開始時において企業は利益の全額を認識するわけではない。何故なら，履行義
務の出口価格は第三者が残存する財やサービスを提供するために要求する利益マージン30 を含んで
いるからである。しかし両審議会は，企業が契約において約束した財やサービスを顧客に移転する
前に，企業が収益を認識することを認めるようなアプローチには違和感を覚えている」31 と述べて
いた。
次に（b）複雑性について，「顧客との契約において残存する履行義務に対する現在出口価格は，
めったに観察可能ではない。その結果，現在出口価格によって履行義務を測定するには通常，見積
りを用いることが必要となる。契約開始時において残存する履行義務に対する現在出口価格を見積
――
32 同上（予備的見解），para. 5.21.
33 同上（予備的見解），para. 5.23.
ることは複雑であり，見積られた測定値は検証が困難であることを両審議会は認識している。現在
出口価格の使用によって財務諸表の意思決定有用性がどれだけ向上するとしても，一般的にそのコ
ストを正当化できるほどではないと両審議会は考えている。大抵の場合に企業は履行義務の移転を
意図せず，あるいは移転できないにもかかわらず，第三者への移転に基づいた測定アプローチを採
ることは直感に反すると考えている者が多いことも両審議会は認識している」32 と提案されていた。
かくして，企業の営業活動によって生じる財貨サービスの提供義務を売買する市場は通常存在し
ない。多くの企業にとって，未履行の義務の現在出口価格を観察することはほぼ不可能である。そ
の為，この部分の履行義務の価格が見積りを用いる必要がある。経営者の恣意性が介在する余地が
存在することになる。
最後の（c）誤謬のリスクは，「現在出口価格で履行義務を測定することは，契約開始時において
契約資産及び収益を認識する可能性があることを意味する。企業が契約開始時において履行義務を
識別することができなかった場合，その誤謬は契約開始時における過大な収益認識につながること
となる。当該企業の正味の契約ポジションは，見落された履行義務が充足されるまで誤った表示の
ままとなる。また，企業が履行義務を過小評価又は過大評価した場合，その誤謬は契約開始時にお
いて純利益に含まれることとなる。契約開始時において認識された収益（及び純利益）は誤謬のせ
いなのか，それとも企業の正味の契約ポジションの増加のためなのかを企業が立証するのは困難な
場合があるからである」33 という問題点が存在する。
 当初取引価格アプローチを採用する理由
当初取引価格アプローチを採用することに関して，両審議会の予備的見解により，（a）収益認識
のパターン，（b）測定の簡潔性，という 2 つの理由で履行義務を当初取引価格で測定すべきである
と提案した。
まず，当初取引価格アプローチの収益認識のパターンに関しては，「契約開始時において，企業
が履行義務を取引価格（すなわち，権利の測定値と同じ金額）で測定するならば，契約開始時におい
ては契約資産も収益も認識されない。これは企業の契約におけるポジション及び契約の業績の有用
な描写であると考える者もいる。なぜなら，収益は契約における義務の充足のみを描写すべきであ
ると考えているからである。この見解によると，当初取引価格で履行義務を測定することは，契約
における企業の業績をより良く描写する。何故ならば，契約に基づいて顧客に資産が移転した場合
にだけ収益が認識されるからである。つまり，この見解では，取引価格は契約によって提供される
財やサービスにだけ関連していると考えているのである。取引価格アプローチでは，顧客に財やサー
ビスを移転するまでは，契約における企業の業績は包括利益計算書に反映されない。これは契約に
おける企業の業績の適切な描写であると考える者もいる」34 と述べられてきた。
――
34 IASB, Preliminary Views on Revenue Recognition in Contracts with Customers, Discussion Paper, December
2008.（国際会計基準委員会財団訳，「ディスカッション・ペーパー 顧客との契約における収益認識について
の予備的見解」，2008年），para. 5.28.
35 同上（予備的見解），para. 5.32.
36 平松一夫，山栄子，『会計基準のコンバージェンス』，中央経済社，2014年，255頁。
現在出口価格アプローチの収益認識のパターンと比較すれば，取引価格で履行義務を配分するた
め，履行義務は常に配分された当初取引価格と同額である。すなわち，契約開始時に，企業側と顧
客側がそれぞれの履行を遂行しない場合に，契約の正味ポジションがゼロのままで変動せず，収益
も認識しない。
一方，測定の簡潔性に関して，「通常，契約開始時において，取引価格は観察可能である。その
価格を用いることによって，観察可能な価格がない場合に企業が他の価格を探したり，見積りを行
ったりするコストや簡潔性というのが両審議会の見解である。当初の取引価格を用いることは，履
行義務を見落したり当初測定を過小評価又は過大評価したりすることによって契約開始時に収益を
認識するリスクを軽減する」35 となる。
現在出口価格アプローチによる履行義務の測定は，契約上に記載する当初取引価格である。見積
価格を使わない為，経営者の恣意性が介在する余地があまり存在しないことになる。現在出口価格
アプローチの複雑性を回避できると思われる。
このように，2008年 DP では，履行義務を現在出口価格で測定する現在出口価格アプローチを
却下する理由として◯収益認識のパターン，◯複雑性及び◯誤謬のリスクが挙げられている。それ
に対して，当初取引価格アプローチを採用する理由として◯収益認識のパターン，◯測定の簡潔性
とが挙げられていた。しかし，実際に会計処理上に大きな問題が存在する。次のでは，仕訳例を
持って，この点を解明しておきたい。
 仕訳に見る現在出口価格アプローチと当初取引価格アプローチ
2008年 DP に記述のように，現在出口価格アプローチに存在する欠点を克服できる為，2008年
DP では当初取引価格アプローチを採用するという。次に両者の仕訳上の差異を明らかにする。
設例36
◯ 工具店は小型機械を CU37 1,000で納入する契約を顧客と締結した。履行義務（小型機械
を納入する義務）の現在出口価格は CU 900である。
◯ 代金 CU 1,000を受け取った。
◯ 小型機械の値上がりで，履行義務の現在出口価格が CU 950に上昇した。
◯ 小型機械（帳簿価格 CU 600）を納入した。
（◯から◯までは各行動時点，簡素化のために時間価値又はその他の履行は無視する。）
――
〈表〉 現在出口価格による収益認識
時点
未 履 行 の 正味ポジションの
契約資産 契約負債 収益計上権 利 義 務 計算値 変化額
◯ 1,000 900 100 0⇒100 増加100 ― 100
◯ 1,000－1,000 900 －900 100⇒－900 減少100 増加900 なし
◯ 0 900＋50 －950 －900⇒－950 ― 増加50 なし
◯ 0 950－950 0 －950⇒0 ― 減少950 950
（出典） 筆者作成
37 本稿では，金額は「通貨単位」（CU）で表示される。
現在出口価格アプローチにおける収益計上時点に関する定義は，（a）顧客との財やサービスを提
供すべく拘束力がある契約を獲得する時，また（b）このような財やサービスを顧客に提供するこ
とによる契約資産の増加または契約負債の減少（あるいは両者の組合せ）時に，収益を認識する。
上述の前提に基づいて，現在出口価値アプローチで収益認識を行うと，設例 2 の収益認識は次の
ようになる。まず契約締結時点に，未履行の権利 CU1,000と，未履行の義務 CU900が発生する。
それによって生じる契約資産 CU100を収益として認識する。次の◯の時点では現金 CU1,000の受
領により未履行の権利 CU1,000が消滅し，契約負債 CU900が生じる。しかし，純資産に変化がな
いため収益は認識されない。◯の時点に，契約が不利な場合に，契約負債を認識する。契約負債が
CU950に増加したため，契約負債を CU50増額し，同額を契約損失として計上する。最後に，◯の
時点に未履行の義務を果たしたため，契約負債 CU950が消滅する。それを収益として認識し，顧
客に提供した機械の簿価 CU600を売上原価として計上する。以上の収益認識プロセスを表 5 のよ
うな従来の文献上に見られない形で整理した。
一方，当初取引価格アプローチにおける収益に関する定義は，財やサービスを顧客に提供すると
いう履行義務の充足によって契約から生じる契約資産の増加または契約負債の減少（あるいは両者
の組合せ）である。◯の時点に，未履行の権利と未履行の義務の金額が一致するため，契約時点で
契約資産も契約負債も現れない。したがって収益も認識されない。◯の時点では，現金 CU1,000
の受領によって未履行の権利が消滅し，契約負債 CU1,000が生じる。しかし純資産に変化が生じ
ないため，収益は認識されない。次の◯の時点では，未履行の義務が不利な状況にないため，再測
定を行わない。最後に◯の時点に，小型機械の納入により，契約負債 CU1,000が消滅するため，
収益を認識する。そして棚卸資産の減少を売上原価とする。当初取引価格アプローチの収益認識手
順は次の表 6 の形にまとめる。
さて，上記の比較に従って，現在出口価格アプローチと当初取引アプローチの特徴点をまとめ
る。現在出口価格アプローチでは，契約開始時点に，履行義務を果たすかどうかにもかかわらず，
すでに収益を認識することに，両審議会が違和感を覚えている。さらに，契約が不利な状況に，現
――
〈表〉 当初取引価格による収益認識
時点
未 履 行 の 正味ポジションの
契約資産 契約負債 収益計上権 利 義 務 計算値 変化額
◯ 1,000 1000 0 0⇒0 ― ― なし
◯ 1,000－1,000 1000 ―1000 0⇒－1000 ― 増加1000 なし
◯ 0 1000 －1000 ― ― 不変 なし
◯ 0 1,000－1,000 0 －1000⇒0 ― 減少1000 1000
（出典） 筆者作成
38 IASB, Preliminary Views on Revenue Recognition in Contracts with Customers, Discussion Paper, December
2008.（国際会計基準委員会財団訳，「ディスカッション・ペーパー 顧客との契約における収益認識について
の予備的見解」，2008年），S2.
39 同上（予備的見解），付録 A 設例 1.
在出口価格による測定は，収益額を増加させる可能性が生じる。当初取引価格アプローチはこれら
の問題点を克服できる為，採用となる。しかし，2008年 DP に共同プロジェクトの目的として提
案した「主に収益認識の原則を明確化することを目的として，収益認識に関する共同プロジェクト
を立ち上げた…（中略）…複数要素又は複数提供物が含まれる取引についてガイダンスを提供す
る」38 は本当に達成されたのか。何故正味ポジションの増加による収益認識の考え方が2010年 ED
以後に放棄されたのか。それは正味ポジションの変動による収益認識プロセスの中で，仕訳上に問
題が生じる可能性が存在するためである。以下では，製造装置の提供という複数要素契約の設例を
用いて，上述の点を解明しておきたい。
設例39
2 月29日に，ベンダー社は顧客との間で引渡時払いの条件で CU 15,000の製造装置を提供
し，配送の上据え付けるという契約を締結する。ベンダー社はその装置 3 月31日に引き渡
し，それを 4 月中に据え付ける。その装置の所有権は引渡時に当該顧客へ移転する。
ベンダー社は，それぞれ CU 14,000と CU 2,000でその装置（引渡サービスを含む）と据付
けサービスを別々に販売している。ベンダー社は配送サービスを装置とは別々には販売してい
ない。簡素化のために製品保証又はその他の履行の保証は無視する。
2008年 DP 付録 A5～A9 では，設例 3 を当初取引価格アプローチによる収益認識が次のように
説明されている。
――
40 IASB, Preliminary Views on Revenue Recognition in Contracts with Customers, Discussion Paper, December
2008.（国際会計基準委員会財団訳，「ディスカッション・ペーパー 顧客との契約における収益認識について
の予備的見解」，2008年），89頁．
41 同上（予備的見解），89頁．
42 同上（予備的見解），90頁．
43 同上（予備的見解），90頁．
A540 装置，配送サービス及び据付けサービスは別々に販売することができる。したが
って，それらの財とサービスは明らかに資産である。ベンダー社は配送サービスを別々に
は販売しないが，それは 1 つの資産である（他の企業がそのようなサービスを別々に販
売しているという事実によって証拠づけられる）。したがって，当該装置，当該配送サー
ビス及び当該据付けサービスを提供するというベンダー社の約束はそれぞれ履行義務であ
る。
A641 ベンダー社がそれらの履行義務を別々に会計処理するかどうかは，その基礎とな
る資産がどの時点で顧客へ移転されるかに依拠する。装置は当該顧客がその支配を得る時
点（つまり，その装置が当該顧客の資産になる時点）の 3 月31日に移転されている。ま
た，当該顧客はその装置を取得する時点で配送サービスも受け取る。その財が輸送中であ
る間には，資産は当該顧客へ移転されていない（その期間中は，配送サービスがベンダー
社に対して，ベンダー社の棚卸資産の場所を変更するという便益を与えている）。当該顧
客は装置が据え付けられるときに，据付けサービスを受領する。つまり，据付けサービス
は当顧客の資産の価値を増加させる。
A742 したがって，顧客への資産の移転のパターンを反映するため，ベンダー社は装置
と配送サービスの義務を結合し，それらを据付けサービス義務とは別々に会計処理する。
ベンダー社は CU 15,000の取引価格を以下のようにそれらの別個の履行義務へ配分する。
独立した販売価格 割引の配分 履行義務の測定
A B A－B
CU CU CU
機械と配送 14,000 875(a) 13,125
据付け 2,000 125(b) 1,875
合計 16,000 1,000 15,000
(a) CU 1,000×(CU 14,000÷CU 16,000）
(b) CU 1,000×(CU 2,000÷CU 16,000）
A843 ベンダー社は，装置が顧客へ移転された 3 月31日に装置と配送サービスの履行義
務を充足させる。ベンダー社は，4 月に据え付けサービスが進行するにつれて据付けサー
ビスの履行義務を充足させる。したがって，ベンダー社の正味の契約ポジションと収益認
――
44 IASB, Preliminary Views on Revenue Recognition in Contracts with Customers, Discussion Paper, December
2008.（国際会計基準委員会財団訳，「ディスカッション・ペーパー 顧客との契約における収益認識について
の予備的見解」，2008年），90頁．
識は次のようになる。
月末の正味の契約 月間の収益認識額
CU CU
2 月 ― ―
3 月 （1,875)(a) 13,125
4 月 ― 1,875
（a) 顧客が装置の引渡時点で支払を行っている為，3 月31日現在で残存する権利はない。
したがって，ベンダー社の 3 月31日時点の正味の契約ポジションは CU 1,875の契約負債
（残存する履行義務へ配分された金額）となる。
A944 装置の支配が，据付けが完了するまで顧客へ移転しない場合には，据付けサービ
スの義務は据付作業の進捗につれてではなく，それが完了した時点のみに充足されること
になろう。その場合には，資産（機械，配送及び据付け）は，顧客へ同時に移転すること
になり，履行義務を分ける必要はないであろう。したがって，ベンダー社は，4 月に据付
けサービスが完了した時点で CU 15,000の収益を認識することになる。
以上の解説に従えば，筆者から設例 3 の当初取引価格アプローチによる仕訳処理（履行義務と
対価請求権の測定値を相殺していないパターン）は次のようになると考える。
借 方 貸 方
2/29 （権 利) 15,000 （履行義務) 15,000
3/31 現 金 15,000 （権 利) 15,000
（履行義務) 15,000 収 益 13,125
前 受 金 1,875
4/XX 前 受 金 1,875 収 益 1,875
2008年 DP において，現在出口価格アプローチに触れてないため，次のような追加情報を加え
て現在出口価格アプローチに基づく会計処理を推測する。
2 月29日で，第三者が製造装置を提供し，配送と据え付サービスを提供すると仮定した場合の市
場価格の見積額CU12,000（うち，装置と引渡サービス CU10,500，据付けサービスの提供は
CU1,500）
以上の前提に基づいて，現在出口価格アプローチによる会計処理は次のようになる。まず契約締
――
45 2007年会議資料第 3 章のタイトルは『REVENUE RECOGNITION: AN ASSET AND LIABILITY AP-
PROACH』である。
結時点で CU3,000の収益を認識する。契約開始時には，CU15,000の対価請求権と，市場価格
CU12,000の履行義務が発生しているから，両者の差額として，契約資産（正味ポジション）が
CU3,000発生しているとみる。3 月31日に，顧客による代金支払いに従って対価請求権は全部消滅
した。市場価格 CU10,500の装置と引渡サービス履行義務が充足されるため，この部分の収益を認
識する。一方，市場価格 CU1,500の未履行義務が残され，対価請求権との差額である正味ポジシ
ョンが契約負債 CU1,500となる。4 月中に，据付サービスの完了に従って，正味ポジションがゼロ
になり，3 月31日の契約負債 CU1,500からの変動額 CU1,500を収益として認識する。したがっ
て，仕訳は以下のようになると考える。
借 方 貸 方
2/29 （権 利) 15,000 （履行義務) 12,000
収 益 3,000
3/31 現 金 15,000 （権 利) 15,000
（履行義務) 15,000 収 益 10,500
前 受 金 1,500
4/XX 前 受 金 1,500 収 益 1,500
上記の仕訳に従えば，設例 3 における 3 月31日の経済取引状況を次のように解釈できる。現金
CU15,000を受領により契約資産（対価請求権）が全部消滅した。一方，装置と引渡しサービスの
履行義務が充足されるため，この部分の収益 CU10,500を計上する。また，契約上の未履行義務で
ある据付けサービスに対する対価を受領したため，この部分は前受金として記入する。このよう
に，企業側の経済活動を明白に把握できるようになる。
しかし，2007年会議資料および2008年 DP では，収益認識方式は単一の資産又は負債に焦点を
当てるべきであると提唱されていた45。顧客との契約では，企業が顧客から対価を受け取る権利を
もたらし，顧客へ（財やサービスの形で）資産を移転する義務を課す。対価請求権と履行義務をい
ったんグロスで測定した上でそれらをネットにし，契約の正味ポジションを得るという考え方であ
る。すなわち，履行義務と対価請求権の測定値を相殺した正味ポジションを契約資産と契約負債と
して表示したパターンである。権利と義務の組み合わせ（すなわち正味のポジション）は，企業の
権利と義務の間の関係に応じて単一の資産又は負債を生じさせる。したがって，対価請求権と履行
義務をいったんグロスで測定した上でそれらの差額を求めれば，仕訳は次の表 7 のようになるも
のと考えられる。
――
46 IASB, Preliminary Views on Revenue Recognition in Contracts with Customers, Discussion Paper, December
2008.（国際会計基準委員会財団訳，「ディスカッション・ペーパー 顧客との契約における収益認識について
の予備的見解」，2008年），para 2.28.
〈表〉 履行義務と対価請求権の測定値を相殺したパターンによる仕訳
現在出口価格アプローチ 当初取引価格アプローチ
借方 貸方 借方 貸方
2/29 契約資産 3,000 収 益 3,000 2/29 ― ―
3/31 現 金 15,000 収 益 10,500
契約資産 3,000
契約負債 1,500
3/31 現 金 15,000 収 益 13,125
契約負債 1,875
3/31の
みなし仕訳
現 金 15,000
契約負債 10,500
契約負債 12,000
収 益 10,500
契約資産 3,000
3/31の
みなし仕訳
現 金 15,000
契約負債 15,000
契約負債 15,000
収 益 13,125
契約負債 1,875
4/XX 契約負債 1,500 収 益 1,500 4/XX 契約負債 1,875 収 益 1,875
（出典） 筆者作成
ここで 3 月31日の仕訳処理に着目してみよう。借方は現金，貸方は収益である。つまり，収益
の源泉は現金の増加であったということになる。他方，みなし仕訳を表示した場合には，収益の源
泉は義務の履行による契約負債の減少であることがわかる。みなし仕訳が表示されていない場合，
収益の源泉は（顧客からの）現金の受領と捉えられてしまう。ただし，2008年 DP に提案されて
いた通り，資産の増加である対価請求権の行使は企業の収益認識にはつながらないのである46。何
故ならば，下記の計算式から明らかのように，対価請求権の減少は正味ポジションの増加をもたら
さないからである。
対価請求権－履行義務＝正味ポジション（契約資産または契約負債）
以上，要するに，正味ポジションの変動による収益認識方式においては，対価請求権の減少（現
金の受領）は収益認識の原因にはならないのである。しかし，みなし仕訳を示さないとすれば，対
価請求権の減少（現金の受領）は収益の源泉であると理解されてしまうかもしれない。したがって，
現実の経済事象における収益の源泉である履行義務の充足による契約負債の減少は，仕訳上，表示
されなくなるという収益の源泉に関する問題が生じる可能性がある。この問題に関して，現在出口
価格アプローチを使用しようと，当初取引価格アプローチを使用しようとも避けられないのであ
る。したがって，正味ポジションの変動による収益認識方式を放棄した中心的な理由は，以上の点
にあると考える。
――
おわりに
本稿では，IASB と FASB による収益認識の共同プロジェクトの初期段階における2007年共同
会議資料及び2008年 DP「顧客との契約における収益認識についての予備的見解」の論理的構造を
踏まえて，仕訳処理の視点から，正味ポジションの変動による収益認識方式が2010年 ED 以後に
放棄された必然性を検討した。
本稿で提示したように，正味ポジションの変動による収益認識方式において，収益の源泉にはな
らない対価請求権の受領は，仕訳上では，あたかも現金受領の結果として収益の認識が行われてい
る。経済事象における収益の源泉である履行義務の充足による契約負債の減少は，表示できなくな
ってしまっているのである。即ち，現実の経済事象が忠実に描写できなくなっているのである。こ
のように，2008年 DP で放棄された現在出口価格アプローチであれ，2008年 DP で採用された当
初取引価格アプローチであれ，収益の源泉は仕訳上，忠実に表示されなくなる可能性が生じってい
たのである。つまり，正味ポジションの変動による収益認識方式には根本的な問題が存在していた
のである。このゆえに，正味ポジションの変動による収益認識方式は放棄されざる得ない必然性が
あったものと考える。
今後の研究では，2010年 ED と2011年 ED の論理構造を明らかにし，これらが提唱された理由
について検討を加えていく予定である。
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